



















































1) 1高齢化社会(aging society) とは，総人口における老人人口の割合が次第に増大していく社会のことであ
る。そして高齢社会とは (aged society)とは老人人口の割合があるところまで増大しつくして，そのような状








3) 袖井孝子， 1老人扶養と家族関係j，森岡清美編， If'新・家族関係、学J，241~273ページ，中教出版， 19740 
「貧困苦j，1病気苦Jと「孤独苦Jは，老人の三大苦痛といわれている。これをいかに緩和ないし解消するか
が老人扶養の問題とかかわってくるわけである。しかし，これらの三大苦痛は，年齢的に多少のずれをもって発
生してくる。従って，近年，老人を youngerold， old， older old位の発達段階に分けて老人扶養の実態を明ら
かにするとともに，その対応策を考えるべきではないかといった意見も提示されているようである。
4) 袖井， 1老親の扶養j，山根常男，森岡清美，本間康平，竹内郁郎，高橋勇悦，天野郁夫編， If'テキストブ、ツ







表1 出生率と死亡率の推移 (0/00) 
年 次|出生率!死亡率
酬明治紛| 32.4 20.8 
1920(大正 9) 36.2 25.4 
1930(昭和 5) 32.4 18.2 
1935( 10) 31. 6 16.8 
1947( 22) 34.3 14.6 
1950( 25) 28.1 10.9 
1955( 30) 19.4 7.8 
1960( 35) 17.2 7.6 
1965( 40) 18.6 7.1 
1970( 45) 18.8 6.9 
1971 ( 46) 19.2 6.6 
1972( 47) 19.3 6.5 
1973( 48) 19.4 6.6 
1974( 49) 18.6 6.5 
1975( 50) 17.1 6.3 
1976( 51) 16.4 6.2 












次 総人口 田歳以上 l総人口同
人口する(割%合〉
1870(明治 3) 36，288 2，429 6.69 
1900( 33) 43，785 2，378 5.43 
1920(大正 9) 55，963 2，941 5.26 
1930(昭和 5) 64，450 3，064 4.75 
1935( 10) 69，254 3，225 4.66 
1947( 22) 78，101 3，745 4.79 
1950( 25) 83，200 4，109 4.94 
1955( 30) 89，276 4，747 5.32 
1960( 35) 93，419 5，350 5.73 
1965( 40) 98，275 6，181 6.29 
1970( 103，720 7，331 7.07 
1975( 50) 111，934 8，858 7.91 
1980( 55) 117，563 10，436 8.88 
1985( 60) 122，333 11，909 9.74 
1990( 65) 126，280 13，909 11. 01 
1995( 70) 130，065 16，503 12.69 
2000( 133，676 19，061 14.26 
2005( 136，473 21，084 15.45 
2010( 85) 138，102 23，096 16.72 
2015( 90) 138，724 25，713 18.54 
2020( 95) 139，067 26，158 18.81 








事実であるということができるJ(山口喜一， r人口学からみた老人問題j，湯沢務彦編， w老年学入門j]， 14-15 
ベージ，有斐閣， 1978)。
6) 馬場啓之助，rw老後生活の将来像』展望作業の課題j，30-41ペー ジ， w季刊・老人問題J]，第1巻第1号，1976.
1。








1960(昭和35) 81. 6 
1963( 38) 79.9 
1966( 41) 80.4 
1968( 43) 79.5 
1969( 44) 80.3 
1973( 48) 76.5 
1974( 49) 74.7 
1980( 55) 66.5 
1985( 60) 63.4 
1990( 65) 61. 8 
1995( 70) 59.2 
2000( 75) 57.0 
2005( 80) 53.3 
20l0( 85) 49.1 
2015( 90) 46.9 
2020( 95) 46.9 




















































9) デンマーク，アメリカ，イギリスについては， Shanas， E.， Townsend， P.， Wedderburn， D.， Friis， H.， 
Milh<tj， P.， and Stehouwer， J.， Old People in Three lndustrial Societies， p.186， Routledg巴 andKegan 
Paul， 1968.を参照。なお，わが国の同・別居の将来展望に関する見解は，付表を参照されたい。




12) W'前掲報告書~， 23ペー ジ。
















































































8， 316 I 43.5 28. 1 28. 3 
8，316 I 64.1 9.5 26.1 


























数 I~長古品点zlrに住み l そ
&316l5521437109! 
数lrー にしたlET25緒民pil
&316 I 49.6 26.0 24.0 
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17)総理府老人対策室， 1昭和53年老人問題シンポジウム一一主論(講演〉要旨 .J]， 7ペー ジ， 1978.10.30。
18)直井道子氏は，r同・別居，扶養・非扶養の二分法にとどまらず，ある程度連続的な尺度で，家族扶養をとら
えなおすJC直井，r老人の家族扶養と社会変動J，1第20回日本老年社会科学大会報告要旨.J]， 15ペー ジ， 1978)こ
との必要性を強調している。
- 39 ~ (132) 
「高齢化社会」における家族研究をめぐって
表6 別居の場合の希望 C%) 
総数123251主的ごPl都渋??流出22dlとおも 1不明



































造と機能d]， 329ペー ジ，弘文堂， 1974)との指摘があるし，かかる観点からの研究として，岡村益， r農村にお
ける老親扶養と隠居市Ijj，那須，湯沢編， IF前掲書d]， 100-168ページ.を代表例としてあげることができょう。
なお， r隠居制」の諸類型については，大関知篤三，r家族j，大間知篤三，岡正雄，桜田勝徳，関敬吾，最
上孝敬編， IF日本民俗学大系第3巻社会と民俗(1 )d]， 203-232ペー ジ，平凡社， 1962.大間知， r志摩船越の











fA-1 自主的「家」志向型A r家」志向型…-…...(~~~ ~ ~~~:J _: :~_j r~I~4~~=lt (40-50%) ~A-2 あきらめ的「家j志向型
f B-1 都会みかぎり型
B 都会否定型………… (30-40%) tB-2 都会不適応型












れるJ(社会工学研究所， [j"人口のJ• Uターン現象における要因構造分析d]， 321ペー ジ， 1976)と指摘している。
この点は，今後の調査研究に際して十分注意しておかなければならないことであろう。
23)中鉢正美編， [j"高齢化社会の家族周期d]，至誠堂， 1976. を参照されたい。







































緒的援助が確保される方向性をもった修正直系家族 (modi五edstem family) 
的規範が喝人の家族扶養の居住形態のなかに普遍化する可能性があるように思
えるのであるJ(15~16ページ)。
- 41一 (130)
「高齢化社会」における家族研究をめぐって
馬場啓之助，1If'老後生活の 「わが国の両齢者の親族同居の生活形態はそう急激には変化しない。同居率は
将来像』展望作業の課題J， ゆるやかな減少傾向を示すが，昭和60年になってもほぼ70%前後を維持するも
『季刊・老人問題J]，第1巻 のと想定され石。社会保障が充実して福祉社会が成立しても，わが国の福祉社
第1号，総理府老人対策室， 会は欧米諸国とは異なって高齢者の親族同居の生活形態は持続していくものと
1976年9月。 考えられる。しかしながら親族扶養依存の高いわが国の特徴は，このまま温存
されるものとは思えないし，またそうであることは望ましくもない。社会保障
と親族扶養依存とはもちろん負の相関にたっている。社会保障は高齢者の経済
生活fζ関する限!J，その扶養の社会的組織化を意図するものであり，それが充
実していけばそれだけ親族扶養に依存すQ必要を削減していくものと思われる
からである。福祉社会になっても親族同居率が依然高い社会は考えられるが，
経済的不安のために親族扶養に依存するものが多い状態は縮減していくものと
恩われるj(35ペー ジ〉
岡崎陽一，I日本の人口構成 「老人問題が論じられる際にしばしば論議されるのは同居・別居の問題である。
の変化j，W経済評論J]，第26 その中で戦前は直系大家族制が行なわれ同居が普通であったから問題は少なか
巻第12号，日本評論社， ったが虫戦後夫婦家族制に移行したために同居..'iJIJ居の問題がむずかしく考え
1977年12月。 られるようになったという見解がしばしば述べられている。しかし，この見解
は間違いではないにしても，今日|司層別居の問題が広く論じられるようになっ
た背景に十分な考慮を払っていないように恩われる。現在われわれが当面して
いる事態は，平均寿命が延びて老人人口が増加しつつあること，平均子供数が
縮小して親世代と子世代が数的に一対ーの対応関係になりつつあること，した
がって子世代は一定期間必ず，同居すべき親世代をもつことになるというファ
ミリー・サイクノレが形造られているという事実である。
このような現実のもとにおいて，われわれは同居か別居かの二者択一の問題
を論じるのではなく，その中間的な合理的な老親世代と子供世代の共存形態の
開発のために努力しなければならないであろうj(26ペー ジ〉。
- 42ー (129)
